
鉄道駅のバリアフリー化に対する補助制度

【地域公共交通確保維持改善事業費補助金】

〈対象事業者〉 鉄軌道事業者

〈補助対象事業〉 エレベーター、
バリアフリートイレ、
内方線付き点状ブロック
の整備 等

〈補助率上限〉 １／３

【都市鉄道整備事業費補助】

〈対象事業者〉 地下鉄事業者

〈補助対象事業〉 エレベーター、ホームドア 等

〈補助率上限〉 ３５％ 鉄軌道事業者

35％

地方自治体

35％

国
(地域公共交通バリア解消促進等事業)

（代表的なバリアフリー設備）

【観光振興事業費補助金】

(公共交通利用環境の革新等)

〈対象事業者〉 鉄軌道事業者
※ＪＲ本州３社、大手の都市部除く

〈補助対象事業〉  エレベーター等

〈補助率上限〉 １／３（要件を満たせば１／２）

【鉄道駅総合改善事業費補助】

国

鉄軌道事業者

地方自治体

1/3等 1/3等

〈対象事業者〉 鉄軌道事業者

〈補助対象事業〉 駅改良と併せて行うバリアフリー
施設等の整備

〈補助率上限〉 １／３等

【鉄道施設総合安全対策事業費補助】

〈対象事業者〉 鉄軌道事業者

〈補助対象事業〉 ホームドアの整備

〈補助率上限〉  １／３

国

鉄軌道事業者

地方自治体

1/3 （基本1/3）
※協調要件なし

鉄軌道事業者

1/3
(一部1/2)

国 地方自治体

（基本1/3）
※協調要件なし

国

鉄軌道事業者

地方自治体

1/3
（基本1/3）
※協調要件なし

(ホームドア整備事業)

※バリアフリー基本構想に位置付けられた
 鉄道駅は １／２等

※バリアフリー基本構想に位置付けられた
 鉄道駅は １／２エレベーター バリアフリートイレホームドア 内方線付き点状ブロック

鉄道駅のバリアフリー化等に対する補助鉄道駅のバリアフリー化等に対する補助

(地下高速鉄道)
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